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「教員の多忙化解消プラン」について 
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【４つの取組の柱の内容】 

取組の柱（１）長時間労働の是正に向けた在校時間管理の適正化（P.6～） 

① 在校時間調査の改善 

② 学校における在校時間管理の徹底 

③ 勤務時間の割振の適正な実施 

④ 全県的な学校の開錠・施錠時間等の設定 

⑤ 夏季休業中の学校閉校日の設定 

⑥ 人事評価等を通じた管理職の意識改革の促進 

⑦ 教職員のメンタルヘルス対策の推進 

⑧ 保護者・県民に対する周知・啓発キャンペーンの実施 

⑨ 実態に見合った教職調整額とするよう国に要請 

取組の柱（２）業務改善に向けた学校マネジメントの推進（P.10～）   

① 学校の業務改善目標の位置付けの明確化・学校評価の活用 

② 学校マネジメントに関わる体系的な研修の実施 

③ 事務職員の学校運営への参画、学校事務の共同実施の推進 

取組の柱（３）部活動指導に関わる負担の軽減（P.12～）              

① 休養日及び活動時間についての方針等の策定 

② 学校経営案に部活動の運営方針を明記 

③ 学校教育活動の一環としての適正な部活動指導の実施 

④ 中小体連、高体連、競技団体との協議の実施 

⑤ 外部指導者及び再任用教員の活用、部活動顧問への支援 

⑥ 教員表彰における部活動指導の取り扱い 

⑦ 休日の部活動指導に関する手当の改善の検討 

⑧ 「総合型地域スポーツクラブ」の育成 

⑨ 教員の勤務時間外における部活動運営の手法の研究 

取組の柱（４）業務改善と環境整備に向けた取組（P16～）         

① 取組実践検証校における教員の業務の精査、成果の普及啓発 

② 教育委員会が実施する会議、調査、研修、研究指定校等の精選 

③ 学校給食費の徴収・管理業務の改善 

④ 校務支援システムの活用 

⑤ 専門スタッフ等の配置の拡充 

⑥ 地域が学校を応援する体制整備への支援 

⑦ 教職員定数の改善 
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「教員の多忙化解消プラン」の策定にあたって 

昨年１１月に「教員の多忙化解消プロジェクトチーム」から提

言をいただき、県として、教員の長時間労働の是正に向けた具体

的な取組を進めていくため、このたび、「教員の多忙化解消プラ

ン」を策定いたしました。 

プランには、取組を短期的、中長期的な視点で整理し盛り込み

ましたが、内容については、取組の効果を点検しながら、毎年、

見直しを図ってまいりたいと考えております。 

現在、国を挙げて、働き方改革が進められております。 

具体的には、労働基準法において、罰則規定を伴った時間外労

働の上限規制の設定が検討されているなど、かなり踏み込んだ改

革が行われようとしております。 

一方、本県の公立学校の教員の勤務状況を見ますと、例えば、

中学校では約４０％、高校では約１５％の教員が勤務時間外の在

校時間が月８０時間を超えているなど、大変憂慮すべき状況にあ

ります。 

これまで、本県の公立学校が果たしてきた役割・使命を維持し

ながら、いかにして一人ひとりの教員の働き方を見直していくか

が大きな課題となっております。 

教員が疲弊することは、教育がおろそかになることにつながり

ます。教員が一人ひとりの子どもに丁寧に関わりながら、質の高

い授業や個に応じた指導を行っていくため、教員が本来果たすべ

き役割は何かを明確にしながら、県と市町村教育委員会、学校が

一体となって、取組を進めていきたいと考えております。 

関係機関の皆様におかれましては、このプランの趣旨を御理解

いただき、共に取組を進めていただきますようお願いいたします。 

 

平成２９年３月 

愛知県教育委員会教育長 平松直巳
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１ プラン策定の趣旨 

○ 本県では、「あいちの教育ビジョン 2020－第三次愛知県教育振興基本計画－」

に基づき、平成 28 年６月から、有識者、市町村立学校及び県立学校関係者、保

護者代表による「教員の多忙化解消プロジェクトチーム」（以下、「ＰＴ」という。）

において、教員の多忙化解消に向けた取組内容について協議を行った。 

そして、同年 11 月、ＰＴから県教育委員会に「教員の多忙化解消に向けた取組

に関する提言」が提出された。 

この提言を踏まえ、教員の多忙化の解消に向けた、実効性のある具体的な取組

を推進していくため、本プランを策定する。 

○ 文部科学省が平成 18 年度に行った「教員勤務実態調査」によると、公立小・

中学校の教諭の１か月当たりの勤務日の残業時間は、34 時間 20 分となっている。 
一方、昭和 41 年に実施された同調査では、公立小・中学校の教諭の１か月当

たりの勤務日の残業時間は約８時間であり、40 年間で残業時間は１か月当たり約

26 時間と大幅に増加している。 
その内訳としては、勤務時間内で生徒指導及び事務的な業務（学校経営等）が

大きく増加するとともに、授業準備・成績処理等の業務が残業時間として増加し、

勤務時間内での自主研修の時間が減少している。 

○ また、中学校の教員を対象に平成 25 年に実施された国際調査（OECD 国際教

員指導環境調査（TALIS））によると、日本の教員の１週間当たりの勤務時間は

最長であり、授業時間は参加国平均と同程度であるが、課外活動（スポーツ・文

化活動）の指導時間が特に長く、事務業務、授業の計画・準備時間も長くなって

いる。 

○ 県教育委員会が平成 27 年に実施した在校時間の調査結果によると、1 か月当

たり 80 時間を超えている教員の割合は、小学校で 10.8％、中学校で 38.7％、高

等学校で 14.0％、特別支援学校で 1.0％であり、特に中学校では、100 時間を超

えている教員が 20.7％となっている。 

○ また、県立学校（高等学校及び特別支援学校）において、時間外労働が 1 か月

当たり 80 時間を超えている教員の従事時間の内訳を見ると 42.3％が部活動、

28.7％が校務分掌、12.9％が学習指導、3.8%が生徒指導となっている。（平成 27
年度実績） 

○ 公立学校の教員は、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特

別措置法」及び関連政令、条例により、時間外勤務手当が支給されていない。 
その代わりに、給料月額の４％に相当する教職調整額が一律に支給されている

が、教職調整額は、昭和 41 年度に文部省が実施した「教員勤務状況調査」にお

いて、1 週間平均の超過勤務時間が小学校で 1 時間 20 分、中学校で 2 時間 30 分、

平均で 1 時間 48 分であったことを根拠に定められており、現在の教員の勤務実

態とは大きくかけ離れている。 
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※ 教員に対しては、正規の勤務時間の割り振りを適正に行い、原則として、時間外勤務

は命じないこととなっており、命じる場合は、次に掲げる業務に従事する場合で臨時又

は緊急にやむを得ない必要があるときに限るとされている。（公立の義務教育諸学校等

の教育職員を正規の勤務時間を超えて勤務させる場合等の基準を定める政令）（いわゆ

る「超勤４項目」） 

一 校外実習その他生徒の実習に関する業務 
二 修学旅行その他学校の行事に関する業務 
三 職員会議（設置者の定めるところにより学校に置かれるものをいう。）に関する業務 
四 非常災害の場合、児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場合その他や

むを得ない場合に必要な業務 

 ○ また、昭和 34 年度以降、国による教職員定数の計画的改善が進められてきたが、

平成 18 年度以降は、中長期的な教職員定数の改善計画が策定・実施されていない。 

○ 教員の長時間労働を改善し、教員が誇りや情熱を失うことなく、意欲・やりが

いを高め、健康で充実して働き続けることができるようにしていくことは、教員

が一人ひとりの子どもに丁寧に関わりながら、質の高い授業や個に応じた指導を

実現していくための重要かつ喫緊の課題である。 

○ 県教育委員会は、以下の基本的な考え方の下、保護者や県民の理解を得ながら、

市町村教育委員会、学校とともに、教員が学習指導、生徒指導などの本来的な業

務に専念できる環境づくりを進める。 

― 取組を進める上での基本的な考え方 ― 

「教員一人ひとりのワーク・ライフ・バランスに十分配慮し、各教員が健康的

に教育活動に従事できる環境を整えていくことは、学校設置者の責務であり、

質の高い教育を持続的に行っていくための基盤である。」 

※「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（平成 27 年 12 月 21 日中教審

答申）」において、教員の業務の分類（例）の中に、「教員が行うことが期待されている本

来的な業務」として、「学習指導、生徒指導、進路指導、学校行事、授業準備、教材研究、

学年・学級経営、校務分掌や校内委員会等に係る事務、教務事務（学習評価等）」が示さ

れている。また、「教員に加え、専門スタッフ、地域人材等が連携・分担することで、よ

り効果を上げることができる業務」として、「カウンセリング、部活動指導、外国語指導、

教員以外の知見を入れることで学びが豊かになる教育（キャリア教育、体験活動など）、

地域との連携推進、保護者対応」が示されている。 

２ プランの性格 

○ 「あいちの教育ビジョン 2020－第三次愛知県教育振興基本計画－」に基づく実

施計画として位置付ける。 

○ 本プランは、県教育委員会及び県立学校（県に権限があるものについては、市

町村立小・中学校も対象）が実施する具体的な取組を示すものであるが、市町村

教育委員会及び市町村立小・中学校においても、同一方向で取組が行われるよう、

市町村教育委員会に、具体的な取組の実施を呼びかけていく。 
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３ プランの期間 

○ 「あいちの教育ビジョン 2020」の最終目標年度である平成 32 年度を当面の目

標年度とし、平成 29 年度から 32 年度までの４年間を当面の取組の期間とする。 

４ プランの目標 

教員の勤務時間外の在校時間 の削減目標を以下のとおり設定する。 

【平成 30 年度までに達成すべき目標】 

在校時間が月 80 時間 を超過している教員の割合：現状数値の半減以下を目指す 

小学校５％以下、中学校 20％以下、高等学校５％以下、特別支援学校０％ 

【平成 31 年度までに達成すべき目標】 

在校時間が月 80 時間を超過している教員の割合：全校種０％を目指す 

【平成 32 年度までに達成すべき目標】 

在校時間が月 80 時間を超過している教員の割合について、全校種０％を継続し 
 
つつ、国の働き方改革の動向 を踏まえ新たな目標を設定する。（平成 29 年度

を目途） 

 

○ 目標を達成するためには、学校設置者による環境整備とともに、校長等管理

職と教員自身の意識改革が必要となる。学校設置者は目標を達成するために具

体的な策を講じるとともに、校長等管理職に対しては、教員が心身共に健康を

維持できる職場環境の推進のための適切なマネジメント等について、また、教

員に対しては、ワーク・ライフ・バランスを十分に意識しながら業務に取り組

むことの重要性等について、研修等を通じて意識改革を図る。 

○ 取組を進めるに当たっては、１、２年を目途とした「短期的取組」、３年以上

の期間を目途とした「中長期的取組」として整理する。 

短期的には、在校時間の正確な把握、教員の本来的な業務の精査と業務量の

削減、管理職を始め全ての教員の意識改革、学校教育の一環として、教育課程

との関連が図られる活動としての部活動指導の在り方の見直しなどに取り組む。 

中長期的には、専門スタッフの配置、教職員定数の確保等、学校の組織体制の

拡充に取り組む。 

※１ 在校時間：休憩時間を含む正規に割り振られた勤務時間（8 時間 30 分）以外に自主自

発的に業務に従事した時間 

※２ 厚生労働省「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認定基

準」：発症前 1 か月間におおむね 100 時間又は発症間 2 か月間ないし 6か月間にわたっ

て、1 か月当たりおおむね 80 時間を超える時間外労働が認められる場合は、業務と発

症との関連性が強いと評価できること。 

※１

※３

※２
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※３ 平成 28 年９月に内閣官房に設置された「働き方改革実現会議」においては、罰則付き

で、時間外労働の限度を法律上明記する方向で議論が進められている。平成 29 年 2 月

14 日に事務局案として示された法改正の方向性は、以下のとおりである。 

＜原則＞ 

    36協定により、週 40時間を超えて労働可能となる時間外労働時間の限度を、月 45時間、

かつ年 360 時間とする。 

   ⇒上限は法律に明記し、上限を上回る時間外労働をさせた場合には、次の特例の場合を除

いて罰則を課す。 

   ＜特例＞ 

 臨時的な特別の事情がある場合として、労使が合意して労使協定を結ぶ場合においても、

上回ることができない年間の時間外労働時間を 1 年 720 時間（月平均 60 時間）とする。 

５ 県教育委員会、市町村教育委員会及び学校の役割 

（１）県教育委員会の役割 

○ 県教育委員会は、任命権者として、市町村立小・中学校の県費負担教職員

の給与、勤務時間その他の勤務条件や、任免、分限、懲戒に関して、条例で

定めることとなっている。また、県費負担教職員の研修は、中核市を除き、

任命権者である県が行うこととなっている。 
このため、県教育委員会は、県立学校における教員の多忙化解消に向けた

取組とともに、市町村立小・中学校における取組についても、県費負担教職

員の任命権者、研修権者としての立場を踏まえ、学校現場の勤務環境の改善

に向けた支援を行う。 

○ 県教育委員会は、市町村立小・中学校において、地域の実情を踏まえた取

組を促すため、市町村教育委員会との地区別情報交換会を開催するなど、市

町村教育委員会へのきめ細かい支援を行う。 

（２）市町村教育委員会の役割 

○ 市町村教育委員会は、本プランを踏まえ、教員の多忙化解消に向けた計画

を立て、小・中学校を対象とした取組を主体的に進める。 
○ 取組に当たっては、市町村教育委員会事務局内の推進体制を整備し、取組

の効果の検証と改善を図りながら、継続的に進める。 

（３）学校の役割 

○ 各学校においては、全教職員の共通理解の下、学校の教育方針とともに業

務改善方針を立て、その方針に基づき定められたルールを遵守していくこと

により、教員の意識改革を着実に進め、在校時間の長時間化の改善を図る。 
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６ 県教育委員会が実施する具体的な取組の柱 

○ 県教育委員会は、プランの目標を達成するため、以下の４つの取組の柱に基

づき、具体的な取組を行う。 

 

（１）長時間労働の是正に向けた在校時間管理の適正化 

（２）業務改善に向けた学校マネジメントの推進 

（３）部活動指導に関わる負担の軽減 

（４）業務改善と環境整備に向けた取組 

７ 目標に対する進捗状況の点検と取組の改善 

○ 県教育委員会は、取組の進捗状況を点検し、その改善を図るため、県教育委

員会、市町村教育委員会、県立学校長会、小中学校長会、ＰＴＡ、有識者等で

構成されるフォローアップ会議を、平成 29 年度から開催する。 

○ フォローアップ会議では、プランの目標として設定する在校時間の状況を、

各県立学校別、各市町村教育委員会別に示すことにより、目標の達成に向けた

進捗状況の「見える化」を図る。 

○ 県教育委員会は、フォローアップ会議における協議内容についての要約資料

を作成し、各県立学校、市町村教育委員会、各小・中学校に配付することによ

り、学校現場において、取組の進捗状況が把握できるようにする。 
 

○ 県教育委員会は、今後、国の働き方改革の動向等を踏まえた新たな目標及び

取組や、フォローアップ会議における協議を踏まえた新たな取組の追加及び効

果が見られない取組の見直しなど、プランの改定を行っていく。 
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８ 各取組の内容 

取組の柱（１）長時間労働の是正に向けた在校時間管理の適正化 

① 在校時間調査の改善 

＜県立学校＞ 

○ 県教育委員会は、現在、各教員が手書き等により行っている在校時間記録につ

いて、平成 29 年度に、出退勤時間記録の電子化、総務事務システムとの連携に

ついて研究を進め、各教員による記録や集計事務の負担軽減を図るとともに、

管理職が、各教員の在校時間を随時、把握できるようにする。 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、現在、11 月を抽出月として、市町村教育委員会に対して実

施している在校時間調査について、より具体的な実態把握を行うため、平成 29
年度から月 80 時間超えの理由に関する調査項目を追加するとともに、複数月の

調査を実施する。 

○ 県教育委員会は、県立学校における出退勤管理の電子化の研究成果をもとに、

取組実践検証校の市町村立小・中学校で試行的に導入し、実用性が担保できた

段階で、各市町村教育委員会に対して、小・中学校への普及を促す。 

② 学校における在校時間管理の徹底 

＜県立学校＞ 

○ 県教育委員会は、平成 29 年度から、県立学校への訪問の際に、在校時間が長

時間化している教員について、そうせざるを得ない個別の理由及び管理職によ

る個別の具体的な指導内容を確認し、翌年度に、必ず同一教員の在校時間の是

正状況を確認する。なお、実態の確認に当たっては、学校の実情に応じて、教

員のパソコンの使用履歴や、学校の開錠、施錠時間の記録などを確認し、在校

時間記録との照合を行う。 

○ 県教育委員会は、平成 30 年度から、県立学校の学校評価の自己評価項目に、

勤務管理状況及び休暇取得状況に関する項目を設定するよう、学校に通知し、

学校訪問の際にその状況を確認し、必要に応じて是正指導を行う。 

○ 各学校の校長は、毎月、各教員の在校時間の状況を把握し、運営委員会等にお

いて情報共有することにより、各教員の在校時間の「見える化」を図る。在校

時間が長い教員に対しては、その事情をよく吟味し、初任者や経験の浅い若い

教員を始め、一部の教員に過重な負担がかかることのないように、分掌の見直

しや再任用教員の活用など、適切な措置を講ずる。 

○ 県教育委員会は、各教員による在校時間の正確な申告と管理職による日々の把
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握の重要性について、管理職、教員への周知徹底を図る。また、在校時間の長

時間化に関する教員からの相談窓口の設置について、平成29年度中に検討する。 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、上記と同様の取組を市町村教育委員会に呼びかける。 

 

※ 厚生労働省において定められた「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に

関するガイドライン」（参考４）に基づき、各教育委員会において適切に対応することが求

められている。（平成 29 年 2 月 10 日付け文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課事

務連絡） 

③ 勤務時間の割振の適正な実施 

「学校職員の勤務時間等に関する規則（昭和 46 年 12 月 24 日教育委員会規則第

12 号）」において、校長は、学校運営上必要やむを得ない場合において、週休日及

び勤務時間の割振について別に定めることができると定められていることから、以

下の取組を行う。 

＜県立学校＞ 

○ 県教育委員会は、現在、手書きにより行っている県立学校教員の勤務の割振変

更について、平成 30 年 1 月から、総務事務システムによる事務処理に移行する。 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、小・中学校の校長が割振変更簿の整備と運用を行うよう、市

町村教育委員会及び各学校長に呼びかける。 

④ 全県的な学校の開錠・施錠時間等の設定 

＜県立学校、市町村小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、例えば、学校の標準の開錠時間を早くとも７時半、施錠時間

を遅くとも 20 時とするなど、全県的な学校の開錠・施錠時間の設定と、保護者、

地域住民への周知方法について、市町村教育委員会と調整を図りながら、平成

29 年度中に検討する。また、地域の交通事情や個々の教員によるワーク・ライ

フ・バランスを図ることを目的とした早朝出勤などの実情を踏まえた開錠時間

の弾力的な運用の在り方や、勤務時間外の電話対応の在り方についても、あわ

せて検討する。 

⑤ 夏季休業中の学校閉校日の設定 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、市町村教育委員会と調整を図りながら、お盆期間における学

校閉校日の設定について、平成 29 年度中に検討する。 
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⑥ 人事評価等を通じた管理職の意識改革の促進 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、管理職の人事評価項目に、在校時間管理や執務環境改善に関

する取組を盛り込むことについて、平成 29 年度中に検討する。 

⑦ 教職員のメンタルヘルス対策の推進 

＜県立学校＞ 

○ 県教育委員会は、総括安全衛生委員会において、ストレスチェックや面接指導

等の実施状況について情報共有や意見交換を行い、県立学校の教職員のメンタ

ルヘルス対策（「県立学校の教職員の心の健康づくり計画」に基づく「セルフケ

ア」や「ラインケア」など）を推進する。 

※ ラインケア 

現場の管理職が行うケアであり、教職員のストレス状態の把握に努めるとともに、

必要に応じて対応、支援を行う。また、職場におけるストレス要因の軽減・除去及

び職場環境の向上に努める。 
（例）・ 日ごろから、職場の良好な人間関係の形成に努め、教職員が気軽に周囲に相

談したり、情報交換したりできる職場環境をつくる。 
・心の健康の重要性を認識し、自ら職員の相談を受ける他、配慮が必要な教職

員を把握した場合、必要に応じ、教育委員会の保健スタッフと連携したり、

医療機関につなぐなどの役割を果たす。 
・月 80 時間を超える勤務者に対し、医師による面接指導を受けさせるなど教

職員の適切な健康管理に努める。 
・一部の教職員に過重な負担がかからないような適正な校務分掌の割り振りを

行う。 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、市町村教育委員会が実施する労働安全衛生法に基づく労働安

全衛生管理体制の整備状況やストレスチェックの実施状況を定期的に把握し、

その結果に基づき、必要に応じて、各市町村教育委員会に対し、改善に向けた

助言を行う。 

⑧ 保護者・県民に対する周知・啓発キャンペーンの実施 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、県立学校及び市町村立小・中学校教員の在校時間の長時間化

の是正に向けた具体的な取組をリーフレットにまとめ、保護者や地域住民等へ

の周知を図るなど、市町村教育委員会、ＰＴＡなど関係団体と連携し、全県的

なキャンペーンを平成 29 年度から実施する。 

○ 県立学校及び市町村立小・中学校は、学校評価における学校関係者評価を活用

し、教員の在校時間の実態や学校の業務改善に向けた取組を保護者に周知し、

理解が得られるように努める。 
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⑨ 実態に見合った教職調整額とするよう国に要請 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 教職調整額は、昭和 41 年度に当時の文部省が実施した「教員勤務状況調査」

の１週間平均の超過勤務時間の結果（小学校：1 時間 20 分、中学校：2 時間 30
分、平均 2 時間 3 分）を根拠に定められており、現在の教員の勤務実態とは大

きくかけ離れていることから、教員にタイムマネジメントに関する意識啓発を

進めるとともに、県教育委員会は、他県の教育委員会とも連携しつつ、国に対

し、実態に見合った制度とするよう要請していく。 
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取組の柱（２）業務改善に向けた学校マネジメントの推進 

① 学校の業務改善目標の位置付けの明確化・学校評価の活用 

＜県立学校＞ 

○ 県教育委員会は、平成 29 年度から、学校経営案において、教育目標の項目

の中で、業務改善についての重点目標を明記するよう、学校に通知する。 

○ 学校においては、「学校評価ガイドライン」（文部科学省、平成 28 年改訂）

を踏まえ、学校経営案で位置付けた重点目標について、学校評価における自己

評価を行う。評価に当たっては、改善点とその優先順位、「誰が、いつまでに、

何をするべきか」などの点を明確にした上で、ＰＤＣＡサイクルをまわしなが

ら、業務改善を組織的・継続的に進める。また、校長のリーダーシップの下、

全教職員が業務改善の実施状況の点検・評価に関わることにより、「学校全体

で組織的に取り組んでいく」という意識の醸成を図る。 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、市町村教育委員会に対し、小・中学校においても、平成 30
年度から、県立学校と同様の取組を実施するよう呼びかける。 

② 学校マネジメントに関わる体系的な研修の実施 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 「教育公務員特例法等の一部を改正する法律」（平成 29 年４月施行）により、

教員等の任命権者に、校長及び教員の資質の向上を図るための指標の策定と、

その指標を踏まえた体系的な教員研修計画を毎年度、策定することが義務付け

られた。このため、県教育委員会は、法改正を踏まえ、体系的な研修計画の中

に、学校マネジメントに関する研修を重点的に位置付け、初任期、ミドルリー

ダーの育成期、管理職への昇任期、現職の管理職といった、教員のキャリアス

テージを見通した体系的な研修を継続的に実施する。 

○ 県教育委員会が実施する研修においては、「時間の有効活用」に対する意識化

を図る視点や、ワーク・ライフ・バランスの視点、教員以外の職種を生かし、

専門的な能力や経験等を有する「専門スタッフ」とともに業務を担っていく「チ

ームとしての学校」の視点、短時間の指導で成果を上げる手法についての視点

などを積極的に取り入れる。 

○ 管理職が労務管理に関する最新の動向等を習得できるようにするため、労働

局や労働基準監督署と連携した研修の実施について検討する。 

○ 県教育委員会は、研修参加に係る教員の負担軽減を図るため、インターネッ

トを活用した双方向の研修の導入について、検討する。また、学校マネジメン

トに関わる体系的な研修の実施により、研修の総量が増加することのないよう

に、集合研修の精選を図るとともに、集合研修に参加した教員の成果を実際に

学校で活用していく仕組みについても、あわせて検討する。 
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③ 事務職員の学校運営への参画、学校事務の共同実施の推進 

＜県立学校＞ 

○ 県教育委員会は、研修等を通じて事務職員の学校運営への参画意識を高める

取組を推進する。 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 文部科学省は、事務職員の職務内容の見直しや学校事務の共同実施を行うた

めの組織を明確化する法改正を予定している。県教育委員会は、法の改正状況

を踏まえ、規則等の見直しや学校事務の共同実施などの市町村教育委員会の取

組に対して必要な支援を行うとともに、事務職員の研修内容の充実を図る。
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取組の柱（３）部活動指導に関わる負担の軽減 

○ 現行の中学校及び高等学校の学習指導要領では、「生徒の自主的、自発的な参

加により行われる部活動については、スポーツや文化及び科学等に親しませ、学

習意欲の向上や責任感、連帯感の涵
かん

養等に資するものであり、学校教育の一環と

して、教育課程との関連が図られるように留意すること。その際、地域や学校の

実態に応じ、地域の人々の協力、社会教育施設や社会教育団体等の各種団体との

連携などの運営上の工夫を行うようにする」こととされている。 

○ 一方、「運動部活動の在り方に関する調査研究報告書」（平成 9 年 12 月「中学

生・高校生のスポーツ活動に関する調査研究協力者会議」）においては、「運動部

活動の意義の実現ということを考えれば、少ない活動日数・活動時間数が望まし

いとも言えないものの、スポーツ障害やバーンアウトの予防の観点、生徒のバラ

ンスのとれた生活と成長の確保の観点などを踏まえると行き過ぎた活動は望ま

しくなく、適切な休養日等が確保されることは必要なことである。」とされてい

る。 

○ また、教員にとっても、放課後の部活動指導後にその他の業務を行わなければ

ならないことが大きな負担となっているので、負担の軽減に向けて以下の取組を

推進していく。 

① 休養日及び活動時間についての方針等の策定 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会として、生徒と教職員の健康維持のため、平成 29 年度につい

ては、以下のとおり、部活動の休養日に関する基準を暫定的に定める。 

＜高等学校＞ 

週１日以上（土・日のいずれか１日は必須）の休養日を設ける。 

＜中学校＞ 

週２日以上（平日に１日と土・日のいずれか１日は必須）の休養日を設ける。 

なお、大会への参加などにより、やむを得ず土・日に活動する場合は、代替

休養日の確保に努める。 

  ※ 特別支援学校については、上記に準じる。 

○ 平成 30 年度以降については、今後策定する「部活動指導ガイドライン（仮 

称）」中で、在校時間の状況を踏まえ、基準の見直しを行う。 
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○ 県教育委員会は、平成 29 年度に、部活動指導に関する実態調査を行うとと

もに教育委員会内にワーキンググループを立ち上げ、平成 30 年度の早期に、県

立学校と市町村立小・中学校それぞれについて「部活動指導ガイドライン（仮

称）」（以下、「ガイドライン」という。）を作成し、部活動指導全般に関する指

針を示す。 

○ ガイドラインの策定に当たっては、「在校時間が月 80 時間を超過している教

員の割合を全校種０％を目指す」という最低限の目標を達成するためには、部

活動指導の時間を軽減することが必須であることを踏まえるとともに、生徒及

び教員の健康と安全の確保、学校教育活動として望ましい部活動の在り方の観

点から検討を行う。 

（負担軽減の観点での検討項目）（例示） 

・ 部活動の運営体制 

・ 学校種別（小・中・高・特）ごとの適切な練習時間の設定・休養日の拡大 

・ 朝練習の取り扱い 

・ ガイドラインで定めたルールの徹底と履行確認の方法 等 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、市町村教育委員会に対して、県の「ガイドライン」を踏ま

えた市町村独自の「ガイドライン」の策定を呼びかける。 

② 学校経営案に部活動の運営方針を明記 

＜県立学校＞ 

○ 県教育委員会は、学校全体で部活動の運営や指導の方針を共有するために、

平成 30 年度から、学校経営案に部活動運営委員会等の組織及び部活動の運営

方針や学校全体の決まりを明記させることとする。 

○ 各学校においては、学校経営案で定められた運営方針等に基づき、各部活動

の活動時間、休養日、年間スケジュール等を明示し、保護者に対して周知する。 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、市町村教育委員会に対し、小・中学校においても、同様の

取組を実施するよう呼びかける。 

③ 学校教育活動の一環としての適正な部活動指導の実施 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、生徒と教員の健康に十分配慮しながら、限られた時間の中

で、生徒の自主的自発的な活動としての部活動を実践し、成果を収めている事

例を収集し、その普及啓発を図る。 
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④ 中小体連、高体連、競技団体との協議の実施 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、平成 30 年度までに、中小体連、高体連、高文連、県体協、

競技団体、文化団体と協議の場を設置し、効率的、効果的な指導による部活動

指導の長時間化の是正などについて協議を行う。 

⑤ 外部指導者及び再任用教員の活用、部活動顧問への支援 

＜県立学校＞ 

○ 県教育委員会は、正規教員の部活動の指導に関わる負担の軽減を図るため、

スポーツ・文化活動の指導に当たることができる地域の人材や、部活動の指導

経験のある再任用教員の活用を進める。 

○ 外部指導者の活用に当たっては、国が制度化を検討している「単独で引率で

きる専門の部活動指導員」など、現行制度の見直しや新たな配置の検討を進め

る。 

○ 日本体育協会の公認スポーツ指導者資格を有するなど、指導者としての資質

の高い人材の活用を図る。 

○ これまで指導経験がなかったり、指導経験が浅かったりするために不安を感

じている顧問のうち、希望者を対象に、部活動の指導上の留意点、技術指導等

に関する研修会を開催し、指導に関わる負担の軽減を図る。 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、外部指導者の派遣に係る事業について情報提供を行うなど、

上記と同様の取組を市町村教育委員会に呼びかける。 

⑥ 教員表彰における部活動指導の取り扱い 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、教員表彰において部活動指導を選考理由として表彰する場

合は、限られた時間の中で生徒の自主的自発的な活動としての部活動を実践し、

成果を収めている観点を重視し、審査を行う。 

⑦ 休日の部活動指導に関する手当の改善の検討 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、現行の「４時間以上で支給」という部活動手当の支給基準

について、例えば、３時間単位、あるいは 1 時間単位で支給できるようにする

など、制度の変更について国に対して要請していく。 
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⑧ 「総合型地域スポーツクラブ」の育成 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、地域住民が主体的に運営し、自主財源（クラブ会員の受益

者負担）による運営を基本とする「総合型地域スポーツクラブ」の創設、運営、

活動を支援するとともに、地域スポーツ指導者の活用など、学校部活動との連

携を図る。 

○ 県教育委員会は、「総合型地域スポーツクラブ」のマネージャーやスポーツ 

リーダーの育成支援を図るとともに、長期間にわたり安定して運営できるよう、

情報の提供やアドバイザーの派遣など、財政的にクラブが自立できるような仕

組みづくりを推進する。 

⑨ 教員の勤務時間外における部活動運営の手法の研究 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、教員の勤務時間内における部活動とは別に、例えば、部活

動の指導を希望する教員又は外部指導者が、各部活動単位で保護者と顧問契約

を年度単位で行うなど、教員の勤務時間外における部活動運営の手法について、

市町村教育委員会、校長会、中小体連、高体連、高文連、ＰＴＡ等の関係者と

研究協議を行う。 
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取組の柱（４）業務改善と環境整備に向けた取組 

① 取組実践検証校における教員の業務の精査、成果の普及啓発 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 教員の本来業務の精査と業務改善を行うため、平成 29 年度に、取組実践検証

校を、小学校、中学校、高等学校に設置する。 

○ 取組実践検証校では、「教員の本来的業務」を精査することを目的として、民

間における業務改善の経験者と教員経験者がチームを組んで、業務の洗い出し

を行い、多角的な視点から業務改善に取り組む。 

○ 取組実践検証校では、在校時間の記録、集計方法の電子化に向けた研究、国や

教育委員会の調査の重複項目の確認、管理職による「ラインケア」の実践など

も行う。 

○ 県教育委員会は、取組実践検証校における成果とあわせて、効果的な業務改善

事例を収集し、学校への普及啓発を行う。なお、今後、更なる増加が見込まれ

る再任用教員の活用事例の収集を図りながら、若手教員に対するアドバイザー

としての役割や、授業研修、部活動指導などの業務に関する効果的な活用方法

について研究を進め、普及啓発を行う。 

② 教育委員会が実施する会議、調査、研修、研究指定校等の精選 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、県が実施する会議、調査、研究指定校の廃止、簡素化または

負担軽減の手法等について、平成 29 年度から検討を始め、取組実践検証校の成

果を踏まえながら、平成 30 年度に０ベースで見直しを行う。 

○ 研修については、「教育公務員特例法等の一部を改正する法律」において、「10
年経験者研修」が「中堅教諭等資質向上研修」に改められ、実施時期が弾力化

されることなどを踏まえ、体系的な研修計画を策定していく中で、集合研修の

精選、ＩＣＴを活用した校内研修への移行の検討を行う。あわせて、研修の見

直しを推進する体制の整備を図る。 

③ 学校給食費の徴収・管理業務の改善 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、小・中学校における学校給食費会計業務を市町村教育委員会

等で一括管理するなど、学校業務からの切り離しについて検討するよう、市町

村教育委員会に呼びかける。 

 

- 16 -



④ 校務支援システムの活用 

＜県立学校＞ 

○ 県教育委員会は、「校務支援システム」（平成 25 年度から導入）の利用促進を

図るため、学校からの要望を踏まえたシステム改修を行う。また、負担軽減に

効果のある活用事例について、学校への普及啓発を行う。 

＜市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、県内の市町村立小・中学校における校務支援システムの導入

による効果的な業務改善事例を収集し、市町村教育委員会に普及啓発を行う。 

⑤ 専門スタッフ等の配置の拡充 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、特別

な支援を要する児童生徒への支援員、外国人児童生徒に対する語学相談員や教

育支援員、部活動専門指導員など、県立学校と市町村立小・中学校への専門ス

タッフの配置の拡充に取り組み、チーム学校の実現を目指す。 

○ 県教育委員会は、教員業務補助員の県立学校への配置、市町村立小・中学校へ

の配置の支援について検討する。 

⑥ 地域が学校を応援する体制整備への支援 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、コミュニティスクールや地域学校協働本部の設置に向けた支

援を通じて、学校が地域と連携・協働して教育を行う体制づくりを進める。 

○ 県教育委員会は、高等学校において、学校と企業とを橋渡しする「キャリア教

育コーディネーター」の配置を進める。また、特別支援学校においては、高等

部の卒業生の就職先を開拓する「就労アドバイザー」の配置を進める。 

○ 県教育委員会は、小・中学校において、地域連携による取組を進めていくため、

学校側の教育活動支援等のニーズに応え、地域と学校とを結び付ける「地域コ

ーディネーター」の育成を支援する。 

⑦ 教職員定数の改善 

＜県立学校、市町村立小・中学校＞ 

○ 県教育委員会は、県立学校と市町村立小・中・特別支援学校の教職員定数につ

いて、引き続き、児童生徒数の動向や教育課題を踏まえ、教職員定数等に関す

る標準法に基づく適正配置に努める。また、国に対しては、35人学級編制の法

制度化による少人数学級の推進など、学校において求められる教職員定数の改

善について、その実現を図るよう、引き続き要請していく。 
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〇 なお、校長の指導を踏まえた在校時間の管理及び学校マネジメントの運営にお

いて、中心的な役割を担う教頭の業務負担を軽減するため、県立学校の複数教

頭及び小・中学校の主幹教諭の配置の充実について検討する。 

  ※ 平成 18 年度の文部科学省の教員勤務実態調査においても、小・中学校の教頭・副校 

長の勤務日の平均残業時間は月間約 55 時間となっており、教諭の平均残業時間の勤 

務日の月間約 34 時間をも大きく上回っている。 
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ケ
ア

」、
「
ラ

イ
ン
ケ

ア
」
な

ど
の

メ
ン
タ

ル

ヘ
ル

ス
対

策
の

推
進
 

 
 

 
短
期
的
 

市
町

村
立
小
・

中
学
校
 

労
働

安
全

衛
生

管
理

体
制

の
改

善
に
向

け
た

助
言

 
 

 
 

短
期
的
 

⑧
保
護

者
・

県
民
に

対
す

る
周

知
・

啓
発
キ

ャ
ン

ペ
ー
ン
の
実

施
 

啓
発

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施

 
県
民

・
保
護
者
に
対
す
る
情
報

提
供

 
 

 
短
期
的
 

⑨
実

態
に

見
合

っ
た

教
職

調
整

額
と

す
る

よ
う

国
に

要
請
 

要
請

の
実
施

 
 

 
 

短
期
的
 

※
 

 
 
は
学

校
が
主
体
と
な

っ
て
実

施
す
る
取

組
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２
 
業
務
改
善
に
向
け
た
学
校
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
 

取
 
 
組
 
 
内
 
 
容
 

平
成
２
９

年
度
 

平
成
３
０

年
度
 

平
成
３
１

年
度
 

平
成
３
２

年
度
 

短
期
的

取
組

・
 

中
長
期

的
取

組
の
別
 

①
学

校
の
業
務

改
善
目
標

の
位
置
付
け

の
明
確
化

・
 

 
学

校
評
価
の

活
用
 

 
 

 
 

 

 

県
立

学
校
 

学
校

経
営
案
に
お
け
る
重
点
目

標
の
明

記
 

 学
校

評
価
（

自
己
評
価

）
に
よ

る
点
検
・
評
価

 

 
 

 
短
期
的
 

短
期
的
 

市
町

村
立
小
・
中
学
校
 

 
県
立

学
校
と
同
様
の
取
組
の
呼

び
か
け

 
 

 
短
期
的
 

②
学

校
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
に

関
わ
る
体
系

的
な
 

研
修
の
実

施
 

教
員

の
資

質
の

向
上

を
図

る
た

め
の
指

標
の

策
定

 

体
系

的
な
研
修
計
画
の
策
定
に

向
け
た

検
討

 

・
ﾜ
ｰ
ｸ・

ﾗ
ｲ
ﾌ・

ﾊ
ﾞ
ﾗﾝ
ｽ
、「

ﾁ
ｰ
ﾑと

し
て
の
学
校

」

の
視
点
を

取
り
入
れ

た
研
修
の

充
実
 

・
労
働

局
や

労
働

基
準

監
督
署

と
の

連
携

の
検

討
 

・
ｲﾝ
ﾀ
ｰﾈ
ｯﾄ
を
活
用
し
た

双
方
向
研

修
の
検
討
 

   

 体
系

的
な
研
修

の
実
施

 

  

 
短
期
的
 

 中
長
期
的
 

③
事

務
職
員
の

学
校
運
営

へ
の
参
画
、
 

学
校
事
務

の
共
同
実

施
の
推
進
 

 

 
 

 
 

 

県
立

学
校
 

学
校

経
営

へ
の

参
画

意
識

を
高

め
る
研

修
等

の
実

施
 

 

 
 

 短
期
的
 

市
町

村
立
小
・
中
学
校
 

市
町

村
教

育
委

員
会

の
取

組
へ

の
支
援

の
実

施
 

 
 
・
規
則

等
の
見

直
し
や
学
校

事
務
の
共
同

実

施
な

ど
に
対
す
る
支
援

 

 事
務

職
員
に
対
す
る
研
修
内
容

の
充
実

 

 

 
 

短
期
的
 

  短
期
的
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３
 
部
活
動
指
導
に
関
わ
る
負
担
の
軽
減
 

取
 
 
組
 
 
内
 
 
容
 

平
成
２
９

年
度
 

平
成
３
０

年
度
 

平
成
３
１

年
度
 

平
成
３
２

年
度
 

短
期
的

取
組

・
 

中
長
期

的
取

組
の
別
 

①
休

養
日
及
び

活
動
時
間

に
つ
い
て
の

方
針
等
の

策
定
 

 
 

 
 

 

 
休

養
日

の
基

準
の

設
定

（
平

成
29

年
度

暫
定

）
 

部
活

動
指

導
に

関
す

る
実

態
調

査
の

実
施

 

「
部

活
動

指
導
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
（

仮
称

）」
の

策
定
に

向
け

た
検

討
 

 
検

討
項

目
（

例
示

）
 

 
・

部
活

動
の

運
営

体
制

 
 

・
適

切
な

練
習

時
間

の
設

定
・

休
養

日
の

拡
大

 
 

・
朝

練
習

の
取

り
扱

い
 

 
・

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

で
定

め
た

ル
ー

ル
の

徹
底

と
 

履
行

確
認

の
方

法
 

等
 

「
部

活
動

指
導

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

（
仮
称

）」
の
策

定
 

 
 

短
期

的
 

②
学

校
経

営
案

に
部

活
動

の
運

営
方

針
を

明
記
 

 
 

 
 

 

 

県
立
学
校
 

 
学

校
経

営
案
に

お
け

る
部

活
動

の
運
営

方
針

等
の
明

記
 

 
 

短
期

的
 

市
町
村
立
小
・

中
学
校
 

 
県
立

学
校
と
同
様
の
取
組
の
呼

び
か
け

 
 

 
短
期

的
 

③
学

校
教
育
活

動
の
一
環

と
し
て
の
適

正
な
部
活

動
 

指
導
の
実

施
 

生
徒

の
自
主
的
自
発
的
な
活
動

と
し
て

の
 

実
践

事
例
の
収
集
・
普
及
啓
発

 
 

 
 

短
期

的
 

④
中

小
体
連
、

高
体
連
、

競
技
団
体
と

の
協
議
の

実
施
 

協
議

の
実
施

 
 

 
 

短
期

的
 

⑤
外

部
指
導
者

及
び
再
任

用
教
員
の
活

用
、
部
活
動

顧
問
 

へ
の
支
援
 

 
 

 
 

 

 

県
立

学
校
 

地
域

人
材
、
再
任
用
教
員
の
活

用
 

単
独

で
引

率
で

き
る

部
活

動
指

導
員
の

設
置

の
検

討
 

日
本

体
育

協
会

の
公

認
ス

ポ
ー

ツ
指

導
者

資
格

を
有

す
る
な
ど
資
質
の
高
い
人

材
の
活

用
 

指
導

経
験

の
な

い
教

員
等

で
希

望
者

を
対

象
と

し
た

技
術
指
導
等
に
関
す
る
研

修
会
の

開
催

 

 

 
 

短
期

的
 

 短
期

的
 

 短
期

的
 

市
町

村
立
小
・
中
学
校
 

県
立

学
校
と
同
様
の
取
組
の
呼

び
か
け

 
 

 
 

短
期

的
 

⑥
教

員
表
彰
に

お
け
る
部

活
動
指
導
の

取
り
扱
い
 

生
徒
の

自
主

的
自

発
的

な
活

動
と
し

て
の
観

点
の

重
視

 
 

 
 

短
期

的
 

⑦
休

日
の
部
活

動
指
導
に

関
す
る
手
当

の
改
善
の

検
討
 

支
給

基
準
の
制
度
の
変
更
に
つ

い
て
国

に
要
請

 
 

 
 

短
期

的
 

⑧
「

総
合
型
地

域
ス
ポ
ー

ツ
ク
ラ
ブ
」

の
育
成
 

 
 

 
 

 

 
市

町
村
立

小
・
中
学

校
 

総
合

型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ

の
創
設
、
運
営
、

活
動

へ
の
支
援

 

財
政

的
に

ク
ラ

ブ
が

自
立

で
き

る
よ
う

な
仕

組
み
づ

く
り

 

 

 
 

短
期

的
 

中
長

期
的
 

⑨
教

員
の

勤
務

時
間

外
に

お
け

る
部

活
動

運
営
の

手
法

の
研

究
 

市
町

村
教
育
委
員
会
、
校
長
会

、
中
小

体
連
、

高
体

連
、
高
文
連
、
Ｐ
Ｔ
Ａ
等

と
の
研

究
協
議

 

 
 

 
短
期

的
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 ４
 
業
務
改
善
と
環
境
整
備
に
向
け
た
取
組
 

取
 
 
組
 
 
内
 
 
容
 

平
成
２
９

年
度
 

平
成
３
０

年
度
 

平
成
３
１

年
度
 

平
成

３
２
年
度
 

短
期
的

取
組

・
 

中
長
期

的
取

組
の
別
 

①
取

組
実
践
検

証
校
に
お

け
る
教
員
の

業
務
の
精

査
、
 

成
果
の
普

及
啓
発
 

取
組

実
践
検
証
校
に
よ
る
取
組

の
実
施

 

 
・
民
間

の
視

点
を

踏
ま

え
た

業
務

の
洗

い
出
し

 

 
・

管
理

職
に
よ

る
「

ラ
イ

ン
ケ

ア
」

の
実

践
 

・
国

や
教

育
委
員

会
の

調
査
の

重
複

項
目

の
確
認
 

効
果
的
な

取
組
の
事
例
収
集
・
普

及
啓
発

 

 

 
 

短
期
的
 

    短
期
的
 

②
教

育
委
員
会

が
実
施
す

る
会
議
、
調

査
、
研
修

、
 

研
究
指
定

校
等
の
精

選
 

会
議

、
調

査
、

研
究

指
定

校
の

見
直

し
に

向
け

た
作

業
の
実
施

 

集
合

研
修
の
精
選
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を

活
用
し

た
校
内

研
修

へ
の
移
行
の
検
討

 

取
組

実
践

検
証

校
の

取
組

を
踏

ま
え

た
会

議
、

調
査

、
研
究
指
定
校
の
０
ベ
ー

ス
で
の

見
直
し

 

 

  体
系

的
な
研
修

の
実
施

 

 
短

期
的
 

中
長
期
的
 

③
学

校
給
食
費

の
徴
収
・

管
理
業
務
の

改
善
 

 
 

 
 

 

 
市

町
村
立

小
・
中
学
校
 

学
校

業
務
か
ら
の
切
り
離
し
に

つ
い
て

の
検
討

の
呼

び
か
け

 
 

 
 

短
期
的
 

④
校
務
支
援
シ

ス
テ
ム
の

活
用
 

 
 

 
 

 

 
県

立
学
校
 

シ
ス

テ
ム
改
修
の
実
施
、
効
果

の
あ
る

活
用
事

例
の

普
及
啓
発

 

 
 

 
短

期
的
 

市
町
村
立

小
・
中
学
校
 

効
果

的
な
事
例
の
収
集
・
普
及

啓
発

 
 

 
 

短
期
的
 

⑤
専

門
ス
タ
ッ

フ
等
の
配

置
の
拡
充
 

専
門

ス
タ
ッ
フ
等
の
配
置
の
拡

充
 

・
ス

ク
ー
ル
カ

ウ
ン
セ
ラ
ー
 

・
ス

ク
ー
ル
ソ

ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
 

・
特

別
な

支
援

を
要

す
る

児
童

生
徒

へ
の

支
援
員
 

・
外

国
人
児
童
生
徒

に
対
す
る
語

学
相
談

員
、
教
育
支
援

員
 

・
部

活
動
専
門

指
導
員
 

教
員

業
務

補
助

員
の

県
立

学
校

へ
の
配

置
の

検
討

、
 

市
町

村
立

小
・

中
学

校
へ

の
配

置
の
支

援
の

検
討
 

 
 

 
中

長
期
的
 

   中
長
期
的
 

⑥
地

域
が
学
校

を
応
援
す

る
体
制
整
備

へ
の
支
援
 

 
 

 
 

 

 

県
立
学
校
 

キ
ャ

リ
ア
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
の

配
置

 

就
労

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

 

 
 

 
中

長
期
的
 

市
町
村
立

小
・
中
学
校
 

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ス
ク

ー
ル

や
地

域
学
校

協
働

本
部

の
 

設
置

に
向
け
た
支
援

 

地
域

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
育

成
支
援

 

 
 

 
中

長
期
的
 

中
長
期
的
 

⑦
教

職
員
定
数

の
改
善
 

教
職

員
定
数
の
改
善
に
向
け
た

国
へ
の

要
請

 

県
立

学
校
の
複
数
教
頭
及
び
小

・
中
学

校
の

 

主
幹

教
諭
の
配
置
の
充
実
の
検

討
 

 
 

 
中

長
期
的
 

中
長
期
的
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（参考１）県立学校における取組 

県立学校が主体となって実施する主な項目について、取組の柱ごとに示す。 

 

○ 学校においては、全教職員の共通理解の下、学校の教育方針とともに業務改善

方針を策定し、その方針に基づき定められたルールを遵守していくことにより、

教員の意識改革を着実に進め、在校時間の長時間化の改善を図る。 

 

取組の柱（１）長時間労働の是正に向けた在校時間管理の適正化 

○ 校長は、初任者や経験の浅い若い教員を始め、一部の教員に過重な負担がかか

ることのないように、分掌の見直しや再任用教員の活用等、適切な措置を実施 

○ 校長は、学校評価における学校関係者評価を活用し、教員の在校時間の実態や

学校の業務改善に向けた取組を保護者に周知 
  

取組の柱（２）業務改善に向けた学校マネジメントの推進 

○ 校長は、平成 29 年度から、学校経営案の教育目標の項目の中で、業務改善に

ついての重点目標を明記し、その重点目標について、学校評価における自己評

価を実施 
 

取組の柱（３）部活動指導に関わる負担の軽減 

○ 校長は、平成 30 年度から、学校経営案における経営方針の中で、部活動の指

導方針を明記 
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（参考２）市町村教育委員会における取組の例示 

市町村教育委員会が主体となって実施することが期待される取組について、取組

の柱ごとに例示する。 

○ 市町村教育委員会は、本計画を踏まえ、教員の多忙化解消に向けた計画を策定

し、小・中学校を対象とした取組を主体的に進める。 

○ 取組に当たっては、市町村教育委員会事務局内の推進体制を整備し、取組の効

果の検証と改善を図りながら、継続的に進める。 

取組の柱（１）長時間労働の是正に向けた在校時間管理の適正化 

○ 学校訪問などを活用した、小・中学校における在校時間管理の徹底 

○ 小・中学校における勤務時間の割振変更簿の整備及び運用 

○ 小・中学校における労働安全衛生管理体制の整備（衛生管理者の設置、衛生委員

会の設置、面接指導体制の整備など） 

○ 県教育委員会と連携した県民・保護者に対する周知・啓発キャンペーンの実施 

取組の柱（２）業務改善に向けた学校マネジメントの推進 

○ 教員のキャリアステージを見通した体系的な研修、学校マネジメントに重点

を置いた研修の実施、事務職員研修の拡充（中核市） 

○ 法改正を踏まえ、事務職員の職務内容の明確化に向けた規則等の見直し 

○ 学校事務の共同実施の更なる推進 

取組の柱（３）部活動指導に関わる負担の軽減 

○ 市町村独自の「部活動指導ガイドライン」の策定 

○ 学校経営案に、部活動の指導方針を明記 

○ 外部指導者及び再任用教員の活用の推進 

○ 総合型地域スポーツクラブの育成 

取組の柱（４）業務改善と環境整備に向けた取組 

○ 市町村教育委員会が実施する会議、調査、研修等の精選 

○ 学校給食費の徴収・管理等の業務を学校から切り離す取組 

○ 教員が授業等に専念するための専門スタッフや教員業務補助員の配置 

○ 地域と学校が連携・協働する取組  
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（参考３）市町村立小・中学校における取組の例示 

市町村立小・中学校が主体となって実施することが期待される主な項目について、

取組の柱ごとに例示する。 

 

○ 学校においては、全教職員の共通理解の下、学校の教育方針とともに業務改善

方針を策定し、その方針に基づき定められたルールを遵守していくことにより、

教員の意識改革を着実に進め、在校時間の長時間化の改善を図る。 

取組の柱（１）長時間労働の是正に向けた在校時間管理の適正化 

○ 校長は、初任者や経験の浅い若い教員を始め、一部の教員に過重な負担がかか

ることのないように、分掌の見直しや再任用教員の活用等、適切な措置を実施 

○ 校長は、学校評価における学校関係者評価を活用し、教員の在校時間の実態や

学校の業務改善に向けた取組を保護者に周知 

○ 校長は、学校運営上必要やむを得ない場合において、週休日及び勤務時間の割

振を行うために、勤務時間の割振変更簿を整備 
  

取組の柱（２）業務改善に向けた学校マネジメントの推進 

○ 校長は、学校経営案の教育目標の項目の中で、業務改善についての重点目標を

明記し、その重点目標について、学校評価における自己評価を実施 
 

取組の柱（３）部活動指導に関わる負担の軽減 

○ 校長は、学校経営案における経営方針の中で、部活動の指導方針を明記 
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